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１．はじめに 

 

2007 年に改定された港湾の施設の技術上の基準・同解

説 1)（以下港湾基準と記す）における港湾構造物の性能

照査は，作用及び構造物の保有する性能に関して不確定

性を考慮できる方法又はその他の方法であって信頼性の

高い方法で行うことが求められており，不確定性を考慮

できる方法としては信頼性設計法が原則とされた．なか

でも，港湾構造物の代表的な構造である岸壁の設計に用

いるレベル 1 地震動は，確率的ハザード解析によって得

られる一様ハザードスペクトルをもとにした時刻歴波形

であり，確率的な作用であることから，照査方法も確率

論に基づいた信頼性設計法によるべきである． 

桟橋のレベル 1 地震動に対する破壊確率の評価に関し

ては，長尾ら 2)によって簡易な 1 次近似 2 次モーメント

法（以下 FOSM と記す）によって破壊確率を十分な精度

で評価できることが示されている．一方，重力式や矢板

式岸壁は被災モードが変形であり，精度良く変形量を求

めるためには 2 次元地震応答解析を行わなければならず，

変形に対応した確率的照査を解析的に行うことは困難で

ある．また，モンテカルロシミュレーションにより直接

破壊確率を求めることは 2 次元地震応答解析の計算負荷

が大きいため現実的ではなく，設計においては従来の震

度法と同様の手法である形式的な部分係数法が採用され

ている． 

長尾ら 3)は，地盤強度及び地震動のばらつきを対象に，

地震応答解析を数回のみ実施することで限界状態関数

の勾配を簡易に評価し，FOSM により重力式及び矢板式

岸壁の地震時残留変形量に関する信頼性指標を評価して

いる．また，設計実務における計算負荷低減の観点から

1 回のみの地震応答解析で信頼性指標を簡易に評価する

方法（以下既往の簡易評価法と記す）も検討している．

ただし，既往の簡易評価法は計算負荷が小さい反面，限

られた解析結果での変形量と導関数の関係から最大勾配

を設定することで安全側の信頼性指標を得ており，信頼

性指標の評価精度に向上の余地がある． 

本研究では，レベル 1 地震動に対する重力式岸壁の残

留変形量に関する信頼性指標をFOSMで評価するにあた

り，2 次元地震応答解析は 1 回のみとすることで，計算

負荷を低減し，信頼性指標を簡易に評価する方法を検討

する．後述するように，FOSM により信頼性指標を評価

するためには，限界状態関数の平均値と確率変数の変化

に伴う限界状態関数の勾配を求める必要があり，重力式

岸壁の残留変形量に関する信頼性指標を評価するために

は確率変数の平均に対する残留変形量と，確率変数の平

均±標準偏差に対する残留変形量が必要である．本研究

では，確率変数の平均及び平均±標準偏差での残留変形

量を 2 次元地震応答解析により求め，確率変数との関係

を整理することで，確率変数の平均±標準偏差に対する

残留変形量を推定する方法を検討する．なお，確率変数

としては，S 波速度の推定誤差及び入力地震動の信頼度

を取り扱うこととし，その確率分布形状は既往の研究と

同様とする 3）． 

また，矢板式等の重力式以外の構造形式及び地盤の液

状化を考慮した条件に関しては，今後の研究課題とする． 

 

２．岸壁の残留変形量の整理及び推定方法の検討 

 

2.1 解析条件 

図-1に示す重力式岸壁について，表-1に示す水深と震度

の条件を対象に，港湾基準に示されている性能照査法に準

じ壁体幅を表-2のように設定した．水深は岸壁の標準的な

水深の範囲から設定した．上載荷重は，永続状態では

10kN/m2，変動状態で 5kN/m2と設定した．また，照査用震

度は既往の研究 3)を参考に代表的な震度を設定している． 

地盤条件は既往の研究 3)と同様，砂質地盤を対象とし，

地盤固有周期 1.2s 程度の軟弱な地盤条件を Case1，地盤固

有周期 0.8s 程度のやや締まった地盤条件を Case2 とし，そ

れぞれ表-3の地盤の S 波速度の平均（μ）のように S 波速

度構造を設定した．また，地盤の S 波速度の平均±標準偏

差（μ±σ）についても既往の研究と同様，Imai4)による N 値

と S波速度のデータから沖積砂質土の N値による S波速度

換算値と実測値の比は，標準偏差 0.29（対数正規分布で

0.05），確率分布は対数正規確率分布に従う 5)ものとし，S

波速度を式(1)より算出した．表-3に示した値は，均質な土

層の中央で S 波速度から基準初期せん断剛性に式(2)によ

り換算し，式(3)によって表-3に示す層区分の層中央の初期

せん断剛性を評価した結果をもとに S波速度として示して

いる． 

 

(1) 

 

(2) 

 

(3) 

 

ここで，Vs：地盤の S 波速度，μVs：S 波速度の平均，ρ：

質量密度，G0：初期せん断剛性，Gma：基準初期せん断剛

性，σm'：平均有効拘束圧，σma'：基準平均有効拘束圧で

あり，Gma，σma'は均質な土層の中央に対して設定される． 
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2 次元地震応答解析コードは，港湾構造物への適用性が

確認されている FLIP6)を用いる．解析に必要となる入力パ

ラメータは，設定した地盤の S 波速度から FLIP における

標準的なパラメータ設定法 7)に従い表-4に示す値を設定し

た．なお，FLIP の標準的なパラメータ設定法では，式(4)

により相対密度 Dr を推定し，図-2に示す既往の三軸試験

結果を参照して内部摩擦角を設定する． 

 

(4) 

 

ここで，N：標準貫入試験の N 値，σv'：有効上載圧力

(kgf/cm2)である．この方法によると，本研究で取り扱う S

波速度のばらつきの範囲では内部摩擦角の変化は小さく，

表-4に示すように S 波速度の μ及び μ±σで内部摩擦角は同

じ値となる．よって，本研究では地盤の S 波速度のばらつ

きは，地盤のせん断剛性のばらつき（以下せん断剛性のば

らつきと記す）とする．以下，地盤のせん断剛性の平均を

Gμ，平均±標準偏差を Gμ±σと記す． 

また，本研究ではレベル 1 地震動を対象にしているため

地盤が液状化しないことを前提としており，液状化に関す

るパラメータは設定していない．数値解析の安定性の観点

から与えるレーレー減衰は初期剛性比例係数として与え，

すべての検討断面を対象に背後地盤の 1 次固有周期と 1 次

減衰（ξ 1=0.01 を仮定）より算出した β の平均値より，

β=0.002 と設定した．壁体底面と捨石マウンド上面の間は，

ジョイント要素を用いて壁体と石材の間に生じる滑動及

び剥離をモデル化している． 

なお，本研究では 2 次元地震応答解析とは別に 1 次元地

震応答解析も行うが，その際の解析コードも 2 次元地震応

答解析と合わせ FLIP を用いる．以下に 2 次元地震応答解

析を 2次元解析，1次元地震応答解析を 1次元解析と記す． 

表-5に入力地震動の加速度最大値及び卓越周波数を示

す．入力地震波の加速度最大値（以下 PGA と記す）は既

往の研究と同じであり，各港のレベル 1 地震動（再現期間

75 年）として検討されているものから，信頼度 30%，信頼

度 50%，信頼度 70%（以下 PGAL30，PGAL50，PGAL70と記

す）の 3 種類を用いた 3)．なお，せん断剛性のばらつきを

検討する際に用いる地震動は PGAL50 である．図-3に入力

地震動の加速度時刻歴を示す．図-3の時刻歴波形は，地震

波形の主要動の前後にテーパー処理をしたものである．テ

ーパー処理は，各波形の加速度最大値の 1/4 と 1/2 の加速

度が初めて現れる時刻間の加速度データにサイン状のテ

ーパーをかけ，最後に加速度最大値の 1/2 と 1/4 の加速度

が現れる時刻間の加速度データにコサイン状のテーパー

をかける．本研究では，各波形の加速度最大値の 1/4 の加

速度が初めて現れた時刻と最後に現れた時刻までの加速

度データを使用することで解析時間の短縮を図った． 

本研究における 2 次元地震応答解析の解析ケース数は

420 である． 

 

表-1 検討ケース 

 

 

 

 

 

 

 

表-2 壁体幅 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 検討断面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 砂の内部摩擦角の試験結果の例 7) 
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表-3 地盤物性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-4 地盤条件 
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表-5 入力地震動の加速度最大値及び卓越周波数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 PGAL50の入力地震動加速度時刻歴 
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2.2 残留変形量の整理 

はじめに，せん断剛性のばらつきを考慮した場合の残留

変形量の把握を行うことを目的として，表-4に示した地盤

条件で表-1に示す検討ケースを対象に図-1に示した断面

について 2 次元解析を実施した．また，残留変形量（壁体

天端と基盤における水平変位量の差分）を図-4に示す①壁

体傾斜量（壁体天端と壁体底面の水平変位の差分），②マ

ウンド変形量（マウンド天端とマウンド底面の水平変位の

差分），③地盤変形量（地盤最上端と地盤最下端の水平変

位の差分）に分け，各変形量が残留変形量に与える影響に

ついて整理を行った．なお，本研究ではマウンドに関して

は S 波速度のばらつきを考慮していないことから，マウン

ド変形量と地盤変形量を分けて考える． 

図-5に苫小牧港波を対象とした水深-11.0m，震度 0.15 の

断面を例として，Gμ 及び Gμ±σ の地盤の固有周期と変形量

の関係を示す．また，図中には Gμ及び Gμ±σの残留変形量

を用いて最小自乗法による線形近似を行った結果も併せ

て示す．なお，多層地盤の固有周期は，厳密には解析的な

評価が必要となるが，ここでは各層内の波動伝播時間の和

として式(5)で簡易に評価する． 

 

(5) 

 

ここで，Tg：地盤の固有周期(s)，Hi：i 層における層厚(m)

である．残留変形量に着目すると，地盤の固有周期と残留

変形量の間には，線形の関係があることが確認できる．こ

れは，既往の研究同様，重力式岸壁の信頼性指標の評価に

FOSM が適用可能であることを示すものである 3)．なお，

残留変形量及び①～③の各変形量は，地盤の固有周期が短

いケースでは変形量が小さく，地盤の固有周期が長くなる

に伴い変形量が大きくなる傾向を示す．地盤の固有周期は

式(5)で表され，地盤の S波速度と地盤のせん断剛性は式(2)

で表されることから，地盤のせん断剛性と地盤の固有周期

の増減は逆の傾向を示す．そのため，地盤のせん断剛性が

高く，地盤の固有周期が短いケースは，地盤のせん断剛性

が低く，地盤の固有周期が長いケースに比べ，同じ地震波

形に対して変形量が小さくなる．ただし，マウンドは S 波

速度のばらつきを考慮していないため，その傾向は小さい．

また，2 次元解析において壁体は剛体としてモデル化して

おり壁体自体は変形しないが，地盤の変形に伴って壁体が

傾斜するため，地盤の固有周期の変化に対して地盤変形量

と同様の傾向で変形量が増減する． 

図-6に水深毎の残留変形量と各変形量の関係を示す．水

深によって残留変形量に占める各変形量の割合は異なる

が，残留変形量と各変形量の間には線形の関係が認められ

る．また，各水深とも残留変形量に対して地盤変形量の影

響が大きいことが確認できる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 残留変形量と各変形量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)地盤 Case1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b)地盤 Case2 

 

 

 

図-5 地盤の固有周期と変形量の関係 
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(a)水深-7.5m 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b)水深-11.0m 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c)水深-14.5m 

 

図-6 残留変形量と各変形量の関係 

(せん断剛性のばらつき) 

次に，地震動のばらつきを考慮した場合の残留変形量を

整理する．地震動のばらつきとは地震動の信頼度の違いで

あり，地震動の信頼度とは非超過確率のことである．各信

頼度の地震波形は，ハザード解析において得られるサンプ

ルをもとに平均と標準偏差を評価し，これを正規分布と仮

定して信頼度の形で評価したものである．よって，PGAL30，

PGAL50，PGAL70は μ-0.524σ，μ，μ+0.524σに該当する．な

お，地震動のばらつきでは，確率変数としての地震動の強

度は便宜的に PGA とする．検討断面及び地盤条件は前節

と同様とし，表-1に示す検討ケースを対象に 2 次元解析を

実施した．苫小牧港波を対象とした水深-11.0m，震度 0.15

の断面を例として，PGAL30，PGAL50，PGAL70の PGA と変

形量の関係を図-7に示す．表-5によると地震動の信頼度が

高くなると PGA が大きくなり，残留変形量及び①～③の

各変形量も同様に増加する傾向がある．また，最小自乗法

による直線近似は，残留変形量の 3点とほぼ一致しており，

地震動のばらつきを考慮した信頼性指標の評価において

も FOSM が適用可能である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)地盤 Case1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b)地盤 Case2 

 

 

図-7 PGA と変形量の関係 
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なお，図-8に示す水深毎の残留変形量と各変形量の関係

によると，水深によって残留変形量に占める各変形量の割

合は異なるが，残留変形量と各変形量の間には線形の関係

が認められる．また，各水深とも残留変形量に対して地盤

変形量の影響が大きいことが確認できる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)水深-7.5m 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b)水深-11.0m 

 

 

図-8 残留変形量と各変形量の関係（地震動のばらつき） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c)水深-14.5m 

 

図-8 残留変形量と各変形量(地震動のばらつき)(続き) 

 

2.3 地盤のせん断変形量と地盤変形量の関係 

前節において，残留変形量に対して地盤変形量の影響が

大きく，両者の関係は線形であることが確認できた．そこ

で，残留変形量は地盤変形量から推定を行うものとする． 

なお，2 次元解析における地盤変形量は，加振中に発生

する土要素の回転やせん断変形などの合計であるが，せん

断変形に関しては 2 次元解析に比べ計算負荷の小さい 1 次

元解析等により推定できる可能性がある．そこで，地盤の

せん断変形量（以下せん断変形量と記す）による地盤変形

量の推定の可能性を調べるため，2 次元解析のせん断変形

量と地盤変形量の関係を整理する．せん断変形量 δSは図-9

に示すように，各要素のせん断ひずみ γxy（加振後の残留せ

ん断ひずみと自重解析後の初期せん断ひずみの差）と要素

高さ Δy の積を鉛直方向で合算したものする（式(6)）． 
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図-9 壁体下の地盤のせん断変形量 
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まず，2 次元解析における壁体下の海側，中央，陸側に

位置する土要素について，地盤変形量とせん断変形量の関

係を整理する（図-10）．水深-11.0m，震度 0.15 の苫小牧

港波を対象に，節点の水平変位量 Δx とせん断変形量 δSの

差の鉛直分布を図-11に示す．図-11によると中央において

節点における変位とせん断変形量の差が最も小さくなっ

ており，壁体中央の地盤変形は陸側，海側に比べ，せん断

変形の影響が大きいことがわかる．後述するように本研究

では 1 次元解析を用いて残留変形量を推定するが，1 次元

解析ではせん断変形のみが評価できる．よって，せん断変

形量が残留変形量に占める割合が最も大きい壁体下地盤

の中央に着目する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-10 着目要素及び着目節点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)地盤 Case1       (b)地盤 Case2 

 

 

 

 

図-11 D-δSの鉛直分布 

次に，せん断変形量と地盤変形量の関係を図-12に示す．

ここでは，せん断剛性及び地震動のばらつき全てのケース

の結果をプロットしている．水深によってせん断変形量と

地盤変形量の関係は異なるが，両者の関係はほぼ直線上に

あり，直線近似が可能である．前述のように残留変形量と

地盤変形量も線形の関係があることから，本研究ではせん

断変形量から残留変形量を推定することとする． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-12 せん断変形量と地盤変形量の関係 

 

2.4 地盤のせん断変形量による残留変形量の推定 

せん断変形量と残留変形量の関係を図-13に示す．両者

の関係は水深によって異なるが，概ね原点を通る直線で表

すことができる．なお，Gμ，PGAL50の条件では 2 次元解析

を行うことを前提としていることから，個々のケースでせ

ん断変形量と残留変形量の関係を求めることができる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-13 せん断変形量と残留変形量の関係 
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そこで，Gμ のせん断変形量と残留変形量の比及び Gμ±σ

のせん断変形量から，Gμ±σの残留変形量を推定する(式(7))． 

 

(7) 

 

ここで，Dest_Gμ±σ：Gμ±σの推定残留変形量，D_Gμ：Gμの 2

次元解析の残留変形量，δs_μ±σ：Gμ±σのせん断変形量，δs_Gμ：

Gμのせん断変形量である． 

また，地震動のばらつきに関しては，PGAL50のせん断変

形量と残留変形量の比及び PGAL30，PGAL70 のせん断変形

量から，PGAL30，PGAL70の残留変形量を推定する（式(8)，

(9)）． 

 

(8) 

 

(9) 

 

ここで，Dest_PGA_L30(L70)：PGAL30(L70)の推定残留変形量，

D_PGA_L50 ： PGAL50 の 2 次 元 解 析 の 残 留 変 形 量 ，

δs_PGA_L30(L70)：PGAL30(L70)のせん断変形量，δs_PGA_L50：PGAL50

のせん断変形量である．なお，本節では残留変形量をせん

断変形量から推定することの可能性を検討するため，せん

断変形量は 2 次元解析の結果を用いる．図-14に残留変形

量の推定結果を示す．残留変形量の推定値は 2 次元解析の

残留変形量に対してせん断剛性のばらつきでは -1.2～

2.4cm（-29～27%）の誤差，地震動のばらつきでは-2.5～

0.8cm（-12～17%）の誤差がある． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)せん断剛性のばらつき 

図-14 せん断変形量による残留変形量の推定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b)地震動のばらつき 

図-14 せん断変形量による残留変形量の推定結果（続き） 

 

せん断変形量から残留変形量を推定するに際に誤差が

生じる原因は，地盤のせん断剛性の変化に伴い，せん断変

形量と残留変形量の比（以下 δs/D と記す）が変化するため

である．水深-11.0m，震度 0.15 の条件について地盤のせん

断剛性と δs/D の関係を図-15に示し，地盤のせん断剛性の

ばらつきと残留変形量の関係を図-16に示す．地盤 Case1

では，八戸港波，鹿児島港波，広島港波など Gμ の残留変

形量が 10cm 以上のケースでは，地盤のせん断剛性の変化

に伴って δs/D が大きく変化しており，両者の増減は逆の傾

向を示す．せん断剛性のばらつきを考慮する場合，地盤の

せん断剛性の低下に伴いせん断変形量が増加し，結果とし

て残留変形量が増加するが，壁体傾斜量，マウンド変形量

及び地盤のせん断変形以外の変形量はせん断変形量に比

べ増加しないため，残留変形量に占めるせん断変形量の割

合が増加すると考えられる．よって，Gμの δs/D から Gμ±σ

の残留変形量を推定すると，推定残留変形量は Gμ+σで過小

評価，Gμ-σで過大評価する．また，推定残留変形量の基準

となる Gμ の残留変形量も比較的大きいことから，残留変

形量の推定誤差が大きくなる．一方，名古屋港波，高松港

波など Gμの残留変形量が 5cm 程度のケースでは，地盤の

せん断剛性が変化しても δs/D は大きく変化せず，Gμの残

留変形量も比較的小さいことから，残留変形量の推定誤差

は小さい．地盤 Case2 でも，地盤のせん断剛性の変化に伴

って δs/D が大きく変化しており，両者の増減は逆の傾向を

示す．このため，Gμの δs/D から Gμ±σの残留変形量を推定

すると，推定残留変形量は Gμ+σで過小評価，Gμ-σで過大評

価となる． 
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(a)地盤 Case1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b)地盤 Case2 

 

 

 

 

 

 

図-15 地盤のせん断剛性と δs/D の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)地盤 Case1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b)地盤 Case2 

 

 

 

 

 

 

図-16 地盤のせん断剛性と残留変形量の関係 
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次に，地震動のばらつきを考慮した場合について，水深

-11.0m，震度 0.15 の条件を対象として，地震動の信頼度と

δs/D の関係を図-17に示し，地震動の信頼度と残留変形量

の関係を図-18に示す．地盤のせん断剛性のばらつきと同

様，八戸港波，鹿児島港波などの PGAL50 の残留変形量が

比較的大きいケースでは，地震動の信頼度の増減に伴って

δs/D が変化し，両者の増減は逆の傾向を示す．これらのケ

ースでは地震動の信頼度の増加に伴い，せん断変形量が増

加するが，せん断変形量以上に壁体傾斜量及びマウンド変

形量が増加するため，δs/D が減少すると考えられる．この

ため，PGAL50の δs/D から PGAL30，PGAL70の残留変形量を

推定すると，推定残留変形量は PGAL30で過大評価，PGAL70

で過小評価となる．特に，八戸港波は地震動の信頼度の違

いで PGA の差が大きく，PGA の増加に対して δs/D が大き

く低下する．また，推定残留変形量の基準となる PGAL50

の残留変形量も 13cm と大きいことから，残留変形量の推

定誤差が大きくなる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)地盤 Case1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b)地盤 Case2 

 

 

 

 

 

図-17 地震動の信頼度と δs/D の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)地盤 Case1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b)地盤 Case2 

 

 

 

 

 

図-18 地震動の信頼度と残留変形量の関係 
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３．地盤のせん断変形量の推定方法の検討 

 

前章において，地盤のせん断変形量から残留変形量を推

定できることを確認した．そこで，本章では地盤のせん断

変形量の推定方法を検討する． 

 

3.1 1 次元解析による地盤のせん断変形量の推定 

せん断変形量の推定は 1 次元解析により行う．1 次元解

析は 2 次元解析に比べ，データ作成及び解析時間の面で負

荷が小さい．また，Gμ及び PGAL50の条件では 2 次元解析

を実施することを前提としており，せん断変形量の推定に

使用する 1 次元解析は 2 次元解析の自由地盤部の解析モデ

ルをベースにできるというメリットもある． 

地盤の変形挙動は初期応力状態の違いにより大きく異

なるため，1 次元解析でせん断変形量を推定するためには，

図-19のように壁体下の地盤の初期応力状態を再現する必

要がある．1 次元解析の解析モデルを図-20に示す．1 段階

で鉛直方向の分布荷重として鉛直応力 σy'を作用させ，2 段

階で水平方向の分布荷重としてせん断応力 τxyを作用させ，

3 段階で動的解析を実施する． 

なお，2 次元解析では原地盤より上にはマウンド及び壁

体があるが，本研究では簡易に原地盤のせん断変形量を推

定することを目的としていることから，原地盤より上の要

素のせん断剛性，せん断強度は 2 次元解析の自由地盤部と

同じ埋土の物性値とした．また，2 段階と 3 段階における

同一高さの節点の上下方向の変位は等値とする（Uy(左)＝

Uy(右)）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-19 2 次元解析と 1 次元解析 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-20 1 次元解析の境界条件及び載荷方法 

 

まず，2 次元解析の壁体下要素の初期自重解析後（以下

初期と記す）の応力状態を確認する．図-21に壁体下の原

地盤に生じる初期せん断応力の鉛直分布を示す．初期せん

断応力は，壁体及び背後埋土の影響を受け全ての要素で発

生しており，深度方向に一様に増加している．次に，壁体

下の初期平均有効拘束圧の鉛直分布を図-22に示す．初期

平均有効拘束圧は，有効上載圧の増加に応じて深度方向に

一様に増加している．なお，平均有効拘束圧は鉛直応力 σy'

と静止土圧係数 K0によって決まる．（式(10)） 

 

(10) 

 

ここで σx'：水平応力である．なお，1 次元解析では静止

土圧係数はプログラム内で自動に計算されることから，図

-23に示す壁体下の鉛直応力 σy'により初期平均有効拘束圧

を再現する． 

次に，2 次元解析の地盤の初期応力状態を再現した 1 次

元解析の解析結果を確認する．八戸港波を対象とした水深

-11.0m，震度 0.15，地盤 Case1，Gμ の検討断面について，

2 次元解析の壁体下原地盤における平均有効拘束圧の時刻

歴と，1 次元解析の原地盤における平均有効拘束圧の時刻

歴を図-24に示す．2 次元解析，1 次元解析とも平均有効拘

束圧は解析時間を通してほぼ一定であり，平均有効拘束圧

の値も両者でほぼ一致している． 
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(a)水深-7.5m            (b)水深-11.0m            (c)水深-14.5m 

図-21 初期せん断応力の鉛直分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)水深-7.5m            (b)水深-11.0m            (c)水深-14.5m 

図-22 初期平均有効拘束圧の鉛直分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)水深-7.5m            (b)水深-11.0m            (c)水深-14.5m 

図-23 初期鉛直応力の鉛直分布 
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(a)2 次元解析 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b)1 次元解析 

図-24 平均有効拘束圧の時刻歴 

 

八戸港波を対象とした水深-11.0m，震度 0.15，地盤 Case1，

Gμの検討断面について，2 次元解析と 1 次元解析のせん断

ひずみ-せん断応力の履歴曲線を図-25に示す．原地盤上層

マウンド直下の要素では，初期においてせん断応力は 2 次

元解析と 1 次元解析で一致しているが，地盤のせん断ひず

みは 2 次元解析に比べ，1 次元解析で過小に評価する．こ

れは本研究で用いる地震応答解析の解析コード 6)が，多重

せん断ばねモデルを用いているためと考えられる．多重せ

ん断ばねモデルは図-26に示すように，応力／ひずみ空間

上に定義された固定の円とその円内にある可動点で構成

される．また，可動点は双曲線モデルに従う無数の非線形

ばねにより固定された円と結ばれており，個々のばねでば

ねの軸方向に作用する外力を用いて(σx'-σy')/2，(εx-εy)/2 及び

τxy，γxy/2 を求めた上で，各値を積分することで要素の応力，

ひずみを算出するモデルとなっている．このため，2 次元

解析では地盤に作用する荷重の方向に応じて，個々のばね

で双曲線モデルが適用され応力-ひずみ履歴が決定される．

よって，分布荷重を作用させることにより初期応力状態を

再現した 1次元解析では荷重の方向を考慮することができ

ず，2 次元解析における個々のばねの応力-ひずみ履歴まで

再現できないことから，初期において算出されるせん断ひ

ずみに誤差が生じると考えられる． 

せん断ひずみ最大の状態（以下最大時と記す）では 1 次

元解析でせん断応力，せん断ひずみとも過小評価し，この

傾向はマウンドに近い要素で多くみられる．重力式岸壁で

は壁体に作用する慣性力に対応して壁体底面に働くせん

断力が増減しており，壁体底面に働くせん断力はマウンド

を通じて原地盤の土要素に対して作用していると考えら

れる．本研究では，原地盤のせん断変形量を簡易に評価す

ることを目的としているため，1 次元解析では壁体からの

せん断力の影響を考慮していない．そのため，せん断応力，

せん断ひずみとも過小評価するものと考えられる． 

原地盤下層中央の要素に着目すると，初期は 1 次元解析

がせん断ひずみを過小評価する傾向がある．加振中は 1 次

元解析のせん断応力が 2次元解析に比べ過大評価する傾向

があり，そのためせん断ひずみも 1 次元解析で過大評価す

る．1 次元解析でせん断応力を過大評価する原因としては，

2 次元解析では基盤から入射した地震動により地盤に作用

するせん断応力は，上層に伝達するに伴い水平方向に分散

する．一方，1 次元解析では水平方向へのせん断応力の分

散が考慮されないため，1 次元解析でせん断応力を過大評

価するものと考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)原地盤上層マウンド直下の要素 

図-25 履歴曲線の比較 
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(b)原地盤下層中央の要素 

図-25 履歴曲線の比較（続き） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-26 多重せん断ばねモデルの概念図 7) 

 

次に 2 次元解析(2D)と 1 次元解析(1D)のせん断ひずみの

比較を図-27に示す．前述のように，初期で 1 次元解析は

せん断ひずみを過小評価していることが分かる．最大時及

び残留では，原地盤上層のせん断ひずみが 1 次元解析で 2

次元解析に比べ小さくなる要素がある．これは前述のよう

に 1次元解析では壁体からのせん断力の影響を考慮してい

ないためと考えられる．逆に原地盤上層でも 1 次元解析で

2 次元解析に比べせん断ひずみが大きくなる要素は，原地

盤上層の中でも壁体から離れている要素であり，2 次元解

析では壁体からのせん断力の影響が小さいためであると

考えられる．一方，1 次元解析ではせん断応力の分散が考

慮されないためせん断応力を過大に評価していることが，

せん断ひずみを過大評価している原因であると考えられ

る．なお，図-27からも原地盤下層の要素では 1 次元解析

は 2 次元解析に比べ，せん断ひずみを過大評価する傾向が

あることが分かる． 

図-28に Gμの地盤のせん断変形量（残留－初期）を 2 次

元解析と 1 次元解析で比較する．1 次元解析のせん断変形

量の推定誤差は-0.2～3.1cm（-13%～86%）であり，せん断

変形量を過大評価する傾向がある． 
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図-27 γxy_Gμの推定結果
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図-28 δS_Gμの推定結果 

 

3.2 地盤のせん断剛性のばらつきを考慮した地盤のせん

断変形量の推定 

 

せん断剛性のばらつきに関して，Gμ±σのせん断変形量を

1 次元解析で推定するにあたり，まず Gμと Gμ±σの 2 次元解

析の壁体下の原地盤における初期応力の違いを確認する．

図-29に水平軸を Gμの初期応力，鉛直軸を Gμ±σの初期応力

として比較した結果を示す．2 次元解析における Gμと Gμ±σ

の違いは，初期せん断応力で-2.4～1.5kN/m2，初期平均有

効拘束圧で-1.8～1.3kN/m2 とわずかである．よって，Gμ±σ

の 1次元解析の初期せん断応力及び初期平均有効拘束圧は，

Gμの 2 次元解析の値を用いる． 

次に，2 次元解析と 1 次元解析の結果の違いを，図-30

に要素毎のせん断ひずみ，図-31にせん断変形量について

示す．図-30に示すように，1 次元解析の初期のせん断ひず

みは，2 次元解析に比べ過小評価となる傾向がある．一方，

最大時及び残留では，要素によって 1 次元解析のせん断ひ

ずみが過大評価になるものと，過小評価になるものがある．

ただし，1 次元解析の Gμ±σ のせん断ひずみの推定誤差は，

初期応力状態を 2 次元解析と一致させている Gμと同様の

傾向であり，2 次元解析と 1 次元解析の違いと考えられる．

また，図-31に示すように 1 次元解析で推定したせん断変

形量は，せん断ひずみを過大評価する要素と過小評価する

要素で誤差を打ち消しあっており，推定誤差は初期で-1.8

～-0.2cm（-28～-17%），最大で-2.5～4.0cm（-20～88%），

残留で-2.0～2.7cm（-19～80%）である． 

なお，FOSM により信頼性指標を算出するには，後述す

るように確率変数の変化に伴う限界状態関数の勾配を評

価する必要がある．せん断剛性のばらつきを考慮した場合

の限界状態関数の勾配とは，地盤のせん断剛性の違いによ

る残留変形量の差である．よって，ここでは地盤のせん断

剛性の違いによるせん断変形量の差を評価するものとし，

推定せん断変形量は式(11)，(12)，(13)）により求める． 

 

(11) 

 

(12) 

 

(13) 

 

ここで，δs_est_Gμ：Gμ の推定せん断変形量，δs_2D_Gμ：Gμ

の 2 次元解析のせん断変形量，δs_est_Gμ±σ：Gμ±σの推定せん

断変形量，δs_1D_Gμ±σ：Gμ±σの 1 次元解析のせん断変形量，

δs_1D_Gμ：Gμの 1 次元解析のせん断変形量である． 
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(b)初期平均有効拘束圧 

 

図-29 初期応力の比較 
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図-30 γxyの推定結果（せん断剛性のばらつき） 
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図-31 δSの推定結果（せん断剛性のばらつき）
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図-32にせん断変形量の推定結果を示す．Gμ の地盤のせ

ん断変形量は 2 次元解析と同値であり，直線上にプロット

される．また，Gμ±σのせん断変形量も 1次元解析のGμとGμ±σ

の差分として評価することで，図-31に比べ 2 次元解析の

せん断変形量に近づき，推定誤差は-1.1～2.1cm（-72～

50%）である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-32 せん断変形量の推定結果（せん断剛性のばらつき） 

 

最後に，1 次元解析により求めたせん断変形量から残留

変形量を式(14)で推定する． 

 

(14) 

 

図-33に 1 次元解析により推定した残留変形量を鉛直軸

に，2 次元解析の残留変形量を水平軸にプロットする．1

次元解析による推定残留変形量は，2 次元解析による残留

変形量に対して-2.9～4.2cm（-76～55%）の誤差を生じる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-33 残留変形量の推定結果 

3.3 地震動のばらつきを考慮した地盤のせん断変形量の

推定 

次に地震動のばらつきに関して，PGAL30，PGAL70のせん

断変形量を 1 次元解析で推定する．なお，地震動のばらつ

きを考慮した場合，2 次元解析の壁体下の地盤の初期応力

は PGAL50と PGAL30，PGAL70で違いはない． 

図-34に要素毎のせん断ひずみ，図-35にせん断変形量に

ついて，2 次元解析と 1 次元解析の比較を示す．初期では

地震動が作用していないため，PGAL30，PGAL50，PGAL70

で違いはなく，1 次元解析は 2 次元解析に比べせん断ひず

み，地盤のせん断変形量ともに過小評価する傾向がある．

また，最大時及び残留のせん断ひずみ及び，せん断変形量

は，1 次元解析のせん断ひずみを過大評価する要素と過小

評価する要素で誤差を打ち消しあっており，推定誤差は初

期で-1.1～-0.3cm（-27～-17%），最大で-1.7～4.2cm（-18

～53%），残留で-1.7～3.0cm（-18～48%）である． 

なお，地震動のばらつきを考慮した場合の限界状態関数

の勾配とは，地震動の信頼度の違いによる残留変形量の差

である．よって，ここでは地震動の信頼度の違いによるせ

ん断変形量の差を評価するものとし，推定せん断変形量は

式(15)，(16)，(17)で算出する． 
 

(15) 

 

(16) 

 

(17) 

 

ここで，δs_est_PGA_L50：PGAL50 の推定せん断変形量，

δs_2D_PGA_L50：PGAL50 の 2 次元解析のせん断変形量，

δs_est_PGA_L30(L70) ： PGAL30(L70) の 推 定 せ ん 断 変 形 量 ，

δs_1D_PGA_L30(L70)：PGAL30(L70)の 1 次元解析のせん断変形量，

δs_1D_PGA_L50：PGAL50の 1 次元解析のせん断変形量である． 
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図-34 γxyの推定結果 
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図-35 δSの推定結果 
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図-36に地盤のせん断変形量の推定結果を示す．PGAL30，

PGAL70 の地盤のせん断変形量は，1 次元解析の PGAL50 と

PGAL30及び PGAL70の差分で評価したことで誤差が減り，2

次元解析での結果に近く．推定誤差は-0.9～0.4cm（-22～

17%）である．なお，わずかではあるが 1 次元解析のせん

断変形量は PGAL30で過大評価し，PGAL70で過小評価する． 

最後に 1次元解析により求めたせん断変形量から残留変

形量を式(18)，(19)で推定する． 

 

(18) 

 

(19) 

 

図-37に示す 1 次元解析により推定した残留変形量と 2

次元解析の残留変形量の比較によると推定誤差は-1.8～

3.7cm（-17～24%）である．推定誤差の大きいケースは八

戸港波であり，前述のように PGAL50の δs/D と，PGAL30，

PGAL70 の δs/D が大きく異なることが誤差の原因である．

残留変形量と，推定残留変形量と残留変形量の比の関係を

図-38に示すが，多くのケースで PGAL30で残留変形量を過

大評価し，PGAL70で過小評価していることが分かる． 

 

４．信頼性指標の評価 

 

前章において，地盤のせん断剛性及び地震動のばらつき

を考慮した場合の残留変形量の推定方法を検討した．また，

重力式岸壁の残留変形量に関する信頼性指標の評価には

FOSM が適用できることが確認できた．そこで，推定した

残留変形量から地盤のせん断剛性，地震動のばらつきを考

慮した信頼性指標を評価するとともに，各ばらつきを同時

に考慮した信頼性指標についても評価する． 

 

4.1 地盤のせん断剛性のばらつきを考慮した信頼性指標 

FOSM では，限界状態関数 g をその平均値まわりでテー

ラー展開し，式(20)に示すように 1 次項までを用いて限界

状態関数の平均値と標準偏差を評価する．限界状態関数が

お互いに独立な確率変数 xi（i=1,…,n）により構成されると

き，平均値と標準偏差はそれぞれ式(21)，式(22)のように

評価される． 

 

(20) 
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図-36 せん断変形量の推定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-37 残留変形量の推定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-38 残留変形量の推定結果の傾向
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ここに，μ は平均，σ は標準偏差を示す．また，変数に

付いた記号－はその確率変数の平均値を示す． 

ここでは，地盤のせん断剛性のばらつきのみを考慮して

いるため，地盤の固有周期 Tgを確率変数として扱う．限界

状態関数は(23)式，平均及び標準偏差は式(24)，式(25)とな

る．また，信頼性指標 βは式(26)により算出される． 

 

(23) 

 

(24) 

 

 

(25) 

 

 

(26) 

 

ここで，da：変形量許容値，|∂g/∂Tg|：Tgの変化に伴う限

界状態関数の勾配，σTg：Tgの標準偏差である． 

港湾基準では重力式岸壁のレベル 1地震動に対する標準

的な変形量許容値を 10cm としているが，この値は全国 40

港湾のレベル 1 地震動と地盤，設計震度，水深などを変化

させた 6 断面について行った 240 ケースの地震応答解析結

果の平均的な残留変形量である 8)．この標準的な変形量の

許容値は，耐震性能照査手法の精度がレベル 1 地震動の作

用に対して，施設の機能が損なわれないことを担保するた

めに必要な安全余裕度等を考慮して定められており，実際

の施設の許容限界変形量に対して十分に小さな値として

設定されている．そこで，本研究では既往の研究と同様に，

供用の観点から一つの目安として，岸壁の変形量許容値を

30cm と設定する． 

なお，本研究で提案する信頼性指標の評価方法の比較対

象として，既往の簡易評価法による信頼性指標（以下 β-e0

と記す）を併せて求める．既往の簡易評価法では，図-39

に示すように地盤の固有周期に平均の残留変形量を地盤

の固有周期の標準偏差で除した値（μd/σTg）を水平軸に，3

点近似における偏微分係数（∂g/∂Tg）を鉛直軸とし，安全

側の推定を行う観点から両者の関係の最大勾配を設定し，

地盤の固有周期の平均の残留変形量と地盤の固有周期の

標準偏差からこの勾配を推定して信頼性指標を式(27)で評

価する． 

 

(27) 

 

既往の研究 3)では，重力式岸壁を対象とした地盤強度の

ばらつきを考慮した信頼性指標の評価では α=0.52 とされ

ている．ただし，本研究では地震応答解析においてテーパ

ー処理をした地震波形を用いるともに，地震動のばらつき

に関しても検討を行う等，既往の研究と検討条件が異なる

ことから，改めて αを設定した．図-39に示すように 2 次

元解析の結果から，地盤のせん断剛性のばらつきを考慮す

る場合は α=0.54 とした． 

地盤のせん断剛性のばらつきを考慮した信頼性指標を，

2 次元解析 3 回の残留変形量により評価する場合（以下 β-t

と記す）と，本研究の評価方法（以下 β-e1 と記す）の違い

を表-6に示す．本研究の特徴は，1 回の 2 次元解析と 3 回

の 1 次元解析により推定した Gμ±σの残留変形量により，限

界状態関数の勾配|∂g/∂Tg|を評価するところである． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-39 既往の簡易評価法の係数評価 

 

表-6 信頼性指標の評価方法 
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図-40にGμの残留変形量と地盤のせん断剛性のばらつき

を考慮した信頼性指標の関係を示す．β-t は残留変形量が

増加するにしたがい，双曲線的に減少していることが分か

る．β-t に比べ β-e0 はすべてのケースで信頼性指標を安全

側に評価しているのに対して，β-e1 は多くのケースで β-t

の近くにプロットされていることが分かる． 
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の残留変形量を水平軸，β-t と β-e0，β-e1 の差を鉛直軸と

し，β-e0 と β-e1 の信頼性指標の推定誤差を比較した結果を

図-41に示す．β-e1 はいくつかのケースで鉛直軸がマイナ

スとなり，β-t に比べ信頼性指標を危険側に評価する．た

だし，これらのケースは残留変形量が 10cm 未満で β-t が 5

以上である．港湾構造物の代表的な構造物である防波堤で

は設計波浪に対する目標信頼性指標の平均値が 2.4 である

1)ことを考えると，β-t が 5 以上の領域での推定誤差は大き

な問題ではないと考えられる．一方，残留変形量が 10cm

以上になるケースでは，β-e1 は全てのケースで鉛直軸がプ

ラスの領域にあり信頼性指標を安全側に評価する．また，

多くのケースで β-e0 に比べ β-e1 が下側にプロットされて

いることから，本研究の方法は既往の簡易評価法に比べ，

信頼性指標の評価精度が向上していることが分かる． 

なお，β-t と β-e1 で差が生じる原因には，①せん断変形

量の推定誤差，②せん断変形量から残留変形量を推定する

際の誤差がある．図-42に|∂δS/∂Tg|の推定誤差と|∂g/∂Tg|の推

定誤差の関係を示す．水平軸は|∂δS/∂Tg|の β-e1 と β-t の比，

鉛直軸は|∂g/∂Tg|の β-e1 と β-t の比であり，|∂δS/∂Tg|は Tgの

変化とせん断変形量の変化の比である．鉛直軸が 1.0 未満

のケースは 1 次元解析で|∂δS/∂Tg|を過小評価しているおり，

①せん断変形量の推定誤差の影響が大きいと考えられる．

また，水平軸が 1.0 付近で鉛直軸が 1.0 を大きく超えるケ

ースは，せん断変形量の推定誤差は小さいことから，②せ

ん断変形量から残留変形量を推定する際の誤差が大きい．

なお，鉛直軸が 1.0 未満のケースは信頼性指標を危険側に

評価することから，その原因と考えられる①せん断変形量

の推定誤差について以下に調べる． 

図-43に Gμ-σ，Gμ，Gμ+σ のせん断変形量の推定誤差を比

較する．水平軸は 2 次元解析 Gμのせん断変形量，鉛直軸

は 1 次元解析のせん断変形量と 2 次元解析のせん断変形量

の差である．水平軸の位置が同じ同一ケースで，Gμ，Gμ-σ

に比べ Gμ+σ でせん断変形量の推定誤差が大きくなるケー

スは，Gμ，Gμ-σに比べ Gμ+σのせん断変形量を過大評価する

ため，1 次元解析で|∂δS/∂Tg|を過小評価する．逆に，Gμ，Gμ+σ

に比べ Gμ-σ でせん断変形量の推定誤差が大きくなるケー

スは，Gμ，Gμ+σに比べ Gμ-σのせん断変形量を過大評価する

ため，1 次元解析で|∂δS/∂Tg|を過小評価する．1 次元解析で

|∂δS/∂Tg|を過小評価しているケースは|∂g/∂Tg|を過小評価し

ており（図-42），信頼性指標を危険側に評価することと

なる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-40 残留変形量と信頼性指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-41 信頼性指標の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-42 |∂δS/∂Tg|の推定誤差と|∂g/∂Tg|の推定誤差の関係 
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図-43 せん断変形量の推定誤差 

 

さらに，せん断変形量の推定誤差の原因を明らかにする

ために，せん断ひずみの推定誤差を調べる．水深-11.0m，

震度 0.15 の断面を例として，1 次元解析と 2 次元解析の原

地盤におけるせん断ひずみの残留の差の鉛直分布を示す． 

Gμ+σ でせん断変形量の誤差が大きくなるケースとして広

島港波での結果を図-44に示す．また Gμ-σでせん断変形量

の誤差が大きくなるケースとして鹿児島港波の結果を図

-45に示す．広島港波では，地表面に近い要素では Gμ-σが 2

次元解析に比べ 1次元解析で最もせん断ひずみを過小評価

する．特に地盤 Case1 では Gμ-σは鉛直方向全ての要素で 1

次元解析がせん断ひずみを過小評価している．なお，Gμ+σ

では地表面に近い要素を除き 1次元解析でせん断ひずみを

過大評価する．一方，鹿児島港波では地表面に近い要素で

は 2 次元解析に比べ，1 次元解析でせん断ひずみを過小評

価するのに対して，標高-20m 以深では 1 次元解析はせん断

ひずみを過大評価する傾向がある．地表面に近い要素にお

いて，1 次元解析が 2 次元解析に比べせん断ひずみを過小

評価する原因としては，1 次元解析では壁体からのせん断

力の影響を考慮していないためであると考えられる．また，

1 次元解析が 2 次元解析に比べせん断ひずみを過大評価す

る要素は，壁体からのせん断力の影響が小さい要素であり，

1 次元解析では 2 次元解析に比べせん断応力の分散を考慮

できないため，せん断ひずみを過大評価しているものと考

えられる． 

なお，せん断ひずみの推定誤差には，Gμ±σの 1 次元解析

の初期応力は Gμの 2 次元解析の値を用いていることも挙

げられる．図-29に示すように，2 次元解析の壁体下の原地

盤における初期せん断応力は Gμに比べ Gμ+σでは小さく，

Gμ-σでは大きい．このため，Gμの初期せん断応力を作用さ

せた 1 次元解析は，Gμ+σでは初期せん断応力を過大評価し

ているため地盤のせん断変形量を過大評価し，逆に Gμ-σで

は初期せん断応力を過小評価しているため地盤のせん断

変形量を過小評価することになる． 

なお，1 次元解析で壁体からのせん断力の評価及び Gμ±σ

の初期応力の推定は今後の課題とする． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)地盤 Case1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b)地盤 Case2 

 

 

図-44 残留時のせん断ひずみの推定誤差の鉛直分布 

（広島港波） 
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(a)地盤 Case1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b)地盤 Case2 

 

 

図-45 残留時のせん断ひずみの推定誤差の鉛直分布 

（鹿児島港波） 

 

4.2 地震動のばらつきを考慮した信頼性指標 

次に，地震動のばらつきを考慮した信頼性指標の評価を

行う．ここでは，地震動の信頼度のばらつきのみを考慮し

ているため，PGA を確率変数として扱う．限界状態関数は

式(28)，平均及び標準偏差は式(29)，式(30)となる．また，

信頼性指標 βは式(31)により算出される． 

 

(28) 

 

(29) 

 

(30) 

 

(31) 

 

ここで，|∂g/∂PGA|：PGA の変化に伴う限界状態関数の

勾配，σPGA：PGA の標準偏差である．また，地震動のばら

つきを考慮した既往の簡易評価法による信頼性指標（以下

β-e0 と記す）を式(32)で評価する． 

 

(32) 

 

なお，図-46に示すように PGAL50に対する残留変形量を

PGA の標準偏差で除した値（μd/σPGA）を水平軸に，3 点近

似における偏微分係数（∂g/∂PGA）を鉛直軸とし，2 次元

解析の結果より，地震動のばらつきを考慮する場合は

α=0.93 と設定した．地震動のばらつきに関して，β-t と β-e1

の評価方法の違いを表-7に示す．両者で異なる点は，限界

状態関数の勾配の設定方法である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-46 既往の簡易評価法の係数評価 
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図-47にPGAL50の残留変形量と地震動のばらつきを考慮

した信頼性指標の関係を示す．β-t は残留変形量が増加す

るにしたがい，双曲線的に減少していることが分かる．次

に，PGAL50に対する残留変形量を水平軸，β-t と β-e0，β-e1

の差を鉛直軸とし，β-e0 と β-e1 の信頼性指標の推定誤差を

比較した結果を図-48に示す．β-e1 は多くのケースで鉛直

軸がマイナスであり，β-t に比べ信頼性指標を危険側に評

価する．これらのケースは，β-e1 は比べ β-t に比べ|∂g/∂PGA|

を過小評価しており，図-38の中で PGAL70の残留変形量を

過大評価し，PGAL30の残留変形量を過小評価しているケー

スである．なお，残留変形量に推定誤差が生じる原因には，

①せん断変形量の推定誤差，②せん断変形量から残留変形

量を推定する際の誤差がある．図-49に|∂δS/∂PGA|の推定誤

差と |∂g/∂PGA| の推定誤差の関係を示す．水平軸は

|∂δS/∂PGA|の β-e1 と β-t の比，鉛直軸は|∂g/∂PGA|の β-e1 と

β-t の比であり，|∂δS/∂PGA|は PGA の変化とせん断変形量の

変化の比である．鉛直軸が 1.0 未満のケースは β-t に比べ

β-e1 で|∂g/∂PGA|を過小評価しており，β-t に比べ β-e1 は信

頼性指標を危険側に評価する．鉛直軸が 1.0 未満のケース

で，水平軸が 1.0 未満と 1.0 以上で信頼性指標を危険側に

評価する原因が異なり，前者は①せん断変形量の推定誤差

により 1 次元解析で|∂δS/∂Tg|を過小評価している影響が大

きく，後者は②せん断変形量から残留変形量を推定する際

の誤差が原因である．なお，全体的な傾向としては，

|∂δS/∂Tg|の推定誤差が大きいケースでは，|∂g/∂PGA|の推定

誤差も大きい．また，図-17から分かるように，八戸港波

などの一部の地震波形を除けば，地震動の信頼度の違いで

δS/D の差は小さいことから，地震動のばらつきを考慮する

場合の|∂g/∂PGA|の推定誤差は①せん断変形量の推定誤差

の影響が大きいと考えられる． 

図-50に PGAL30，PGAL50，PGAL70のせん断変形量の推定

誤差を比較する．水平軸は 2 次元解析 PGAL50 のせん断変

形量，鉛直軸は 1 次元解析のせん断変形量と 2 次元解析の

せん断変形量の差である．水平軸の位置が同じ同一ケース

で PGAL30の誤差が PGAL50，PGAL70の誤差に比べ大きくな

るケースは，PGAL50，PGAL70のせん断変形量に比べ PGAL30

のせん断変形量を過大評価することとなり，|∂δS/∂PGA|を

過小評価する．1 次元解析で|∂δS/∂PGA|を過小評価している

ケースは|∂g/∂PGA|を過小評価しており（図-49），信頼性

指標を危険側に評価することとなる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-47 残留変形量と信頼性指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-48 信頼性指標の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-49 |∂δS/∂Tg|の推定誤差と|∂g/∂Tg|の推定誤差の関係 
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図-50 せん断変形量の推定誤差 

 

さらに，せん断変形量の推定誤差の原因を明らかにする

ために，せん断ひずみの推定誤差を調べる．水深-11.0m，

震度 0.15 の断面を例として，1 次元解析と 2 次元解析の原

地盤におけるせん断ひずみの残留の差の鉛直分布を示す．

PGAL30 でせん断変形量の誤差が大きくなるケースとして

八戸港波での結果を図-51に示す．また，PGAL70 でせん断

変形量の誤差が大きくなるケースとして鹿児島港波の結

果を図-52に示す．八戸港波では，地表面に近い要素は

PGAL70，PGAL50，PGAL30の順に 1 次元解析でせん断ひずみ

を過小評価し，標高-20m 以深では 1 次元解析はせん断ひず

みを過大評価するが PGA の違いで大きな差はない．その

ため，PGAL70は PGAL30に比べて 1 次元解析で地表面のせ

ん断ひずみを過小評価しているため，標高-20m 以深の過

大評価を打ち消すし，地盤 Case1 ではせん断変形量を過小

評価し，地盤 Case2 では PGAL30 に比べせん断変形量の推

定誤差が小さくなる．一方鹿児島港波では，地表面に近い

要素は 1 次元解析でせん断ひずみを過小評価するが

PGAL30，PGAL50，PGAL70で大きな差がない．また，標高-20m

以深では 1 次元解析はせん断ひずみを過大評価するが

PGAL70 でより大きく評価するため，せん断変形量も

PGAL30に比べ PGAL70で過大評価することとなる． 

なお，八戸港波で地表面に近い要素において，せん断ひ

ずみの推定誤差に大きな差が生じる原因は，2 次元解析で

は地震動のばらつきで壁体から地盤に作用するせん断力

に大きな差がある一方，1 次元解析では壁体からのせん断

力の影響を考慮していないためであると考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)地盤 Case1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)地盤 Case2 

 

 

図-51 残留時のせん断ひずみの推定誤差の鉛直分布 

（八戸港波） 
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(a)地盤 Case1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)地盤 Case2 

 

 

図-52 残留時のせん断ひずみの推定誤差の鉛直分布 

（鹿児島港波） 

 

4.3 各ばらつきを同時に考慮した信頼性指標 

地盤のせん断剛性のばらつき，地震動のばらつきを同時

に考慮した信頼性指標の評価を行う．確率変数が 2 つの場

合の信頼性指標は式(33)により算出される． 

 

(33) 

 

 

 

 

まず，各ばらつきを同時に考慮することによる信頼性指

標への影響を確認する．β-t 及び β-e1 について，地盤のせ

ん断剛性のばらつきを考慮した信頼性指標，地震動のばら

つきを考慮した信頼性指標，各ばらつきを同時に考慮した

信頼性指標を比較した結果を図-53に示す．β-t では，各ば

らつきを同時に考慮した信頼性指標と，地盤のせん断剛性

のばらつきを考慮した信頼性指標が多くのケースで一致

しており，信頼性指標の評価において地盤のせん断剛性の

ばらつきの影響が大きいことが分かる．なお，各ばらつき

を同時に考慮した信頼性指標と，地震動のばらつきを考慮

した信頼性指標が一致するケースは主に八戸港波である．

八戸港波は，地震動の信頼度の変化に対して，残留変形量

が大きく変化するため，地震動のばらつきが信頼性指標に

与える影響が大きい．なお，地盤のせん断剛性のばらつき，

地震動のばらつきが信頼性指標に与える影響は，各ばらつ

きを同時に考慮して分かるものであり，信頼性指標の評価

にあたっては地盤のせん断剛性のばらつき，地震動のばら

つきを同時に考慮することが必要である．また，β-e1 では

地震動のばらつきのみを考慮した場合，前述のように β-t

に比べ信頼性指標を危険側に評価するケースが多いが，地

盤のせん断剛性のばらつきを同時に考慮することで，大き

く危険側の評価となるケースがなくなっていることが分

かる． 

図-54に Gμ，PGAL50の残留変形量と各ばらつきを同時に

考慮した信頼性指標の関係を示す．β-e1 はほとんどのケー

スで β-t より信頼性指標を小さく安全側に評価しているこ

とが分かる．次に各ばらつきを同時に考慮する場合の β-e0

と β-e1 を比較し図-55に示す．β-e1 は β-e0 に比べ多くのケ

ースで下側にプロットされており，信頼性指標の評価精度

が向上していることが分かる． 

なお，地盤のせん断剛性のばらつきと地震動のばらつき

を同時に考慮した信頼性指標を評価するために，本研究の

方法は 5 回の 2 次元解析で評価するではなく，1 回の 2 次

元解析と 5 回の 1 次元解析で評価することが可能であり，

計算負荷の低減が図れる． 

前述のように多くのケースで，地震動のばらつきに比べ

地盤のせん断剛性のばらつきが信頼性指標に与える影響

が大きい．そこで，次章では地盤のせん断剛性のばらつき

を考慮した信頼性指標をさらに簡易に評価する方法を検

討する． 
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(a)2 次元解析_β-t 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b)1 次元解析_β-e1 

 

 

図-53 確率変数別の残留変形量と信頼性指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-54 残留変形量と信頼性指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-55 信頼性指標の比較 

 

５．双曲線モデルを用いた信頼性指標の評価 

 

これまでの検討では，1 次元解析により Gμ±σの残留変形

量を推定することで，信頼性指標を評価する方法を検討し

た．ここでは，地盤のせん断剛性のばらつきを考慮した信

頼性指標を評価するにあたり，1 次元解析は行わず，1 回

の 2 次元解析のみとすることで，更に計算負荷の小さい方

法を検討する．具体的には，双曲線モデルによる地盤のせ

ん断応力-せん断ひずみ関係（以下 τxy-γxy関係と記す）から

せん断ひずみ，せん断変形量を算出することで，Gμ±σの残

留変形量を推定する． 

 

5.1 骨格曲線及び下降曲線によるせん断ひずみの推定 

本研究で地震応答解析に用いた FLIP は，多重せん断バ

ネモデルを用い，任意の方向に仮想的な単純せん断バネを

設定し，それぞれのバネに双曲線モデルを適用している 6)．

そこで，本研究でも土要素の応力－ひずみ関係を双曲線モ

デルで表現する．双曲線モデルによる骨格曲線は式(34)の

ように表わすことができ，初期及び最大時の τxy-γxy関係は

この骨格曲線上にあるものとする（図-56）．よって，地

盤のせん断剛性の違いを図-56の双曲線の違いとしてせん

断ひずみを評価する．なお，Towhata ら 9)に準じてせん断

剛性は 2/π倍する． 

 

(34) 

 

 

ここで τf：地盤のせん断強度である．なお，以下に初期，

最大時，残留における τxy，γxyをそれぞれ（τxy_ini，γxy_ini），

（τxy_max，γxy_max），（τxy_fin，γxy_fin）と記す． 
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図-56 双曲線モデル 

 

地盤のせん断強度は式(35)で評価する（図-57）．なお，

前述のように本研究で取り扱う地盤のS波速度のばらつき

の範囲では，内部摩擦角φf'は変化しない（表-4）．また，

S 波速度のばらつきで内部摩擦角が変化する場合にも，双

曲線モデルは地盤のせん断強度の違いによる地盤のせん

断ひずみの違いが評価可能である．ただし，内部摩擦角の

ばらつきを考慮した場合に，2 次元解析の壁体下の地盤の

初期応力の差が小さく，また後述するように地盤に作用す

るせん断応力の差が小さいことを確認する必要がある． 

 

(35) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-57 せん断強度 

 

残留での τxy-γxy関係は図-56における下降曲線上にあり，

下降曲線は Masing 則に従うものとすると残留での τxy-γxy

関係は式(36)のように表わされる． 

 

 

(36) 

 

次に壁体下の地盤に作用する応力を確認する．前述のよ

うに，2 次元解析の壁体下の地盤の初期せん断応力及び初

期平均有効拘束圧はGμとGμ±σで大きな違いがない（図-29）．

また，図-58に最大時及び残留について，2 次元解析での壁

体下の地盤のGμとGμ±σのせん断応力を比較する．GμとGμ±σ

では，最大時で-6.1～7.1(kN/m2)，残留で-2.2～1.5(kN/m2)

のせん断応力の違いがある．ただし，ここでは地盤のせん

断剛性のばらつきを考慮した場合の地盤のせん断ひずみ

を簡易に評価することを目的としていることから，Gμ±σの

初期，最大時及び残留におけるせん断応力は Gμ のせん断

応力と等しいものとして，Gμ±σの地盤のせん断ひずみを評

価する． 
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(b)残留 

 

 

図-58 せん断応力の比較 
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Gμ±σ の初期及び最大時の地盤のせん断ひずみを式(34)で

評価する．なお，前述のように Gμと Gμ±σの初期及び最大

時の τxy，τf が等しいとすると，Gμ の地盤のせん断ひずみ

γxy_GμとGμ±σの地盤のせん断ひずみ γxy_Gμ±σの比はGμとGμ±σ

の地盤のせん断剛性の比となり，γxy_Gμ±σは初期及び最大時

にそれぞれについて式(37)で算出できる． 

 

(37) 

 

ここで，G0_μ は Gμ の地盤のせん断剛性，G0_μ±σ は Gμ±σ

の地盤のせん断剛性である． 

また，残留の地盤のせん断ひずみも Gμと Gμ±σで τxy及び

τf は等しいことから，式(36)の右辺中 G0，γxy_max 以外は等

しく，式(38)のように表わすことができる．A，B は式(39)，

(40)であり，Gμと Gμ±σで等しい． 

 

(38) 

 

(39) 

 

(40) 

 

よって，残留の γxy_Gμと γxy_Gμ±σの比を，γxy_Gμ±σについて

解くと，式(41)のように表わすことができる． 

 

(41) 

 

以上より，Gμの 2 次元解析の地盤のせん断ひずみから，

初期及び最大時における地盤のせん断ひずみは式(37)によ

り求まり，残留の地盤のせん断ひずみは式(41)によって求

めることができる． 

双曲線モデルを用いて求めたせん断ひずみ及びせん断

変形量と 2 次元解析との比較を図-59，図-60に示す．Gμ±σ

のせん断応力を Gμと等しいと仮定しているため，Gμ-σでは

地盤のせん断ひずみ，せん断変形量とも過大に評価し，逆

に Gμ+σでは過小に評価していることが分かる． 
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(c)残留 

図-59 γxyの推定結果
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(a)初期 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b)最大 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c)残留 

図-60 δSの推定結果 

 

最後に，双曲線モデルを用いて求めたせん断変形量から

残留変形量を式(7)により推定する．図-61に双曲線モデル

を用いて推定した残留変形量を鉛直軸に，2 次元解析の残

留変形量を水平軸にプロットする．推定残留変形量は 2 次

元解析による残留変形量に対して，-2.4cm～8.1cm（-41～

70%）の誤差を生じる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-61 残留変形量の推定結果 

 

5.2 信頼性指標の評価 

Gμ±σ について双曲線モデルを用いて求めたせん断変形

量から推定した残留変形量により評価した信頼性指標（以

下 β-e2 と記す）と β-t，β-e0，β-e1 の比較を行う．Gμの残

留変形量を水平軸に，信頼性指標を鉛直軸とし，各手法に

よる信頼性指標をプロットした結果を図-62に示す．β-e2

は β-t に比べ信頼性指標を安全側に評価する．これは，図

-61で分かるように残留変形量の推定において，Gμ-σで残留

変形量を過大に，Gμ+σで残留変形量を過小に評価しており，

限界状態関数の勾配を大きく評価するためである．β-e0，

β-e1，β-e2 で信頼性指標の推定誤差を比較すると，図-63

に示すように多くのケースで β-e2 は β-e0 に比べわずかで

はあるが下側にプロットされており，既往の簡易評価法に

比べ信頼性指標の精度が向上していることが分かる．また，

β-e2 と β-e1 を比較すると，β-e1 が下側にプロットされてお

り，信頼性指標の評価精度が高いことが分かる． 

なお，双曲線モデルで地盤のせん断ひずみを推定する際

に，最大時のせん断応力が Gμ及び Gμ±σで等しいと仮定し

ている．一方，地震動のばらつきを考慮する場合，PGAL30，

PGAL50，PGAL70の最大時のせん断応力の違いが地盤のせん

断ひずみの違いとなる．せん断応力の違いを評価するため

には 1 次元解析を行う必要があり，本手法は地震動のばら

つきを考慮した信頼性指標の評価には適用できない． 

0

5

10

15

20

0 5 10 15 20

残留変形量_2D(cm)

推
定

残
留

変
形

量
(c

m
)

0

5

10

15

20

25

0 5 10 15 20 25

δ S _2D(cm)

δ S
_e

st
(c

m
)

0

5

10

15

20

25

0 5 10 15 20 25

δ S _2D(cm)

δ S
_e

st
(c

m
)

0

5

10

15

20

25

0 5 10 15 20 25

δ S _2D(cm)

δ S
_e

st
(c

m
)

Gμ-σ
Gμ
Gμ+σ

G μ-σ

G μ

G μ+σ

Gμ-σ
Gμ
Gμ+σ

G μ-σ

G μ

G μ+σ

Gμ-σ
Gμ
Gμ+σ

G μ-σ

G μ

G μ+σ

Gμ-σ
Gμ
Gμ+σ

G μ-σ

G μ

G μ+σ



レベル 1 地震動に対する重力式岸壁の残留変形量に関する信頼性指標の簡易評価法 

安田将人・長尾 毅 

 - 32 -

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-62 残留変形量と信頼性指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-63 信頼性指標の比較 

 

６．まとめ 

 

本研究では，レベル 1 地震動に対する重力式岸壁の残

留変形量に関する信頼性指標について，簡易に評価する

方法を検討した．本研究における主な結論は以下のとお

りである． 

 

①地盤のせん断剛性のばらつき，地震動のばらつきを考

慮した重力式岸壁の残留変形量に関する信頼性指標の

評価を FOSM で行うにあたり，1 回の 2 次元解析と 3

回の 1 次元解析による方法を提案した．提案した方法

により各ばらつきを考慮した残留変形量を推定するこ

とが可能であり，地盤のせん断剛性のばらつきを考慮

した信頼性指標に関しては既往の簡易評価法より精度

よく評価できることが分かった．なお，提案した方法

により地震動のばらつきを考慮した信頼性指標の評価

も可能であるが，地震動のばらつきを考慮した残留変

形量を過小評価する傾向があり，信頼性指標を危険側

に評価する可能性があるため注意が必要である． 

②各ばらつきを同時に考慮した信頼性指標は，多くは地

盤のせん断剛性のばらつきを考慮した信頼性指標と一

致しており，信頼性指標の評価には地盤のせん断剛性

のばらつきの影響が支配的であった．なお，地盤のせ

ん断剛性のばらつき，地震動のばらつきが信頼性指標

に与える影響は，各ばらつきを同時に考慮して分かる

ものであり，信頼性指標の評価にあたっては地盤のせ

ん断剛性のばらつき，地震動のばらつきを同時に考慮

することが必要である．また，提案した方法では 1 回

の 2 次元解析と 5 回の 1 次元解析で各ばらつきを同時

に考慮した信頼性指標を評価することが可能であり，

従来 5 回の 2 次元解析が必要であったことに比べ，計

算負荷が低減できる． 

 

③地盤のせん断剛性のばらつきを考慮した信頼性指標に

関して，1 次元解析を行わず，2 次元解析 1 回のみで信

頼性指標を評価することで，さらなる計算負荷の低減

を試みた．Gμ±σの最大時のせん断応力を Gμと等しいと

仮定することで，Gμと Gμ±σの地盤のせん断ひずみの

違いを地盤のせん断剛性の比として評価するこの方法

は，3 回の 2 次元解析で評価する信頼性指標に比べ，

安全側に信頼性指標を評価することが分かった．なお，

地震動のばらつきを考慮した信頼性指標の評価では，

地震動のばらつきに応じた地盤のせん断応力を評価す

る必要があるため，本手法は適用できない． 

 

現在の港湾基準では，重力式岸壁のレベル 1 地震動に

対する変動状態に関する性能照査は，過去の設計法にお

ける設定に基づく方法として震度法を想定している．今

後レベル 1 地震動に対する重力式岸壁の設計に関して，

信頼性設計法を適用する際には，本研究による方法を用

いることでより簡易に信頼性指標の評価を行うことがで

きる． 

なお，本研究ではレベル 1 地震動を対象としており，

地盤の液状化を考慮していない．しかし，本研究で提案

した 1 次元解析により残留変形量を推定する方法によれ

ば，液状化の発生を考慮した重力式の残留変形量に関す

る信頼性指標を評価することも可能であり，今後はその

ような条件に対しても検討を行う必要があると考えられ

る． 

また，本研究で提案する方法は，矢板式岸壁等の他の
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構造形式の信頼性指標の評価にも適用が可能であると考

えられる．特に矢板式岸壁では，既往の研究において残

留変形量に関する地震時信頼性指標の評価にFOSMの適

用が可能であることが示されており，本手法の適用性が

高いと考えられる． 

 

（2009 年 2 月 16 日受付） 
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